































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年院法改正に伴い矯正教育課程として再編され、2015（平成 27）年 5 月か
























（18）  川出敏裕『少年法』（有斐閣・2015 年）、30 頁。
（19）  小西暁和「『虞犯少年』概念の構造（6・完）―公正さと教育的配慮の矛


















2007 年少年法等の一部を改正する法律に関連して」警察政策 11 巻（2009
年）、108-116 頁も参照した。
（25）  児童自立支援施設は全国に 58 施設あり、国立 2 か所、私立 2 か所、残る
54 施設は公立（うち 50 は都道府県立）である。
（26）  法務省「保護統計統計表　保護観察所」に基づき筆者作成。
（27）  法務省の谷真如氏は、「あえて誤解を恐れずに言うならば、保護司の皆さ





図 5 及び図 6 を掲載した。自閉症と知的障害の相関について、杉山登志郎
『発達障害のいま』（講談社現代新書・2011 年）、27 頁。
（28）  法務省「少年矯正統計統計表　少年院」に基づき筆者作成。なお、支援教
























ドラインについて」刑政 127 巻 6 号（2016 年）、55 頁。
（34）  ①本人の話を聞く、②安全安心な環境を作る、③職員が専門的な知識を身
に着け連携する、④ストレングスモデルに基づく指導を行う、⑤移行支援を









置数は 2010（平成 22）年度の 18 か所から、2015（平成 27）年度には 88 か
所まで増えているが、まだまだ少ない状況にある。協議会を設置する自治体
を増加させるための働きかけと、協議会の実効性を担保していくことも重要
であろう。設置数の推移について、『平成 28 年版　子供・若者白書』、70 頁。














（44）  『平成 28 年版　子供・若者白書』、146-147 頁。
（45）  内閣府共生社会政策・青少年育成ホームページ http://www8.cao.go.jp/


















shoku-shin.jp/about/outline.html 参照（2016 年 12 月 10 日閲覧）。
（48）  定義について、注（15）参照。こうした取組みと「SPELL アプローチ」に
よる従業員への対応が組み合わされば、発達障害児者に対する十分な「居場
所」と「出番」の供給源になりうるであろう。
（49）  例えば、「JVPF（Japan Venture Philanthropy Fund）　ANNUAL REPORT　
2015」に記載されている、「NPO 法人発達わんぱく会」における取組とその
評価などが参考になろう。
